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岐阜県警察訓令第３号 

                                    各所属長 

岐阜県警察処務規程を次のように定める。 

平成14年３月７日 

                          岐阜県警察本部長 加地 正人 

岐阜県警察処務規程  

岐阜県警察処務規程（昭和34年岐阜県警察訓令第５号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 事務分掌（第４条－第６条） 

第３章 権限 

第１節 代決及び専決（第７条－第14条） 

第２節 連絡協調（第15条－第17条） 

第４章 会議（第18条－第26条） 

第５章 勤務 

第１節 勤務管理（第27条・第28条） 

第２節 宿日直勤務等（第29条－第33条） 

第３節 公務のための旅行（第34条－第37条） 

第４節 事務引継等（第38条－第40条） 

第６章 指導監督（第41条－第45条） 

第７章 教養（第46条・第47条） 

第８章 施設の設置及び防火管理等（第48条－第52条） 

第９章 雑則（第53条－第58条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、岐阜県警察の処務について必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次のとおりとする。 

(1) 「各課」とは、警察本部（以下「本部」という。）の課、隊及び所並びに警察学校をい

う。 

(2) 「所属」とは、各課及び警察署（以下「署」という。）をいう。 

(3) 「部長」とは、各部長、警務部参事官兼首席監察官（以下「首席監察官」という。）及

び総務室長をいう。 

(4) 「部課長」とは、部長、刑事部組織犯罪対策統括官（以下「組織犯罪対策統括官」とい

う。）、参事官及び各課の長をいう。 

(5) 「所属長」とは、所属の長をいう。 

(6) 「幹部」とは、巡査部長以上の警察官及び警察官以外の職員（以下「一般職員」という。） 

であって巡査部長以上に相当する者をいう。 

（細則の制定） 

第３条 警察署長（以下「署長」という。）は、この規程に基づき管内の実情に即して必要な

細則を定め、警察本部長（以下「本部長」という。）に報告しなければならない。細則を変

更したときも同様とする。 
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第２章 事務分掌 

（配置及び配置換え） 

第４条 本部の所属長及び警察学校長は、次席その他の次長相当職以上の者を除く所属の警部

以下の警察官及びこれに相当する一般職員の配置及び配置換えを行う。 

２ 署長は、署の警部補以下の警察官及びこれに相当する一般職員の配置及び配置換えを行う。 

３ 所属長は、前２項の配置及び配置換えを行ったときは、職員異動報告書（別記様式第１号）

により、本部長に報告しなければならない。 

第５条 削除 

（職員の担当事務） 

第６条 所属長は、所属職員の所掌事務を定めた場合は、他の所属長に事務分掌表(別記様式第

３号又は第３号の２)により通知しなければならない。 

第３章 権限 

第１節 代決及び専決 

（本部長決裁事項の代決） 

第７条 本部長が不在のときは、主管部長が代決するものとする。ただし、２部以上にわたる

事務については、あらかじめ本部長が指名する部長が代決する。 

（部長決裁事項の代決） 

第８条 部長が不在のときは、参事官がそれぞれの主管事務について代決するものとする。 

２ 部長及び参事官が不在のときは、各課の長がそれぞれの主管事務について代決するものと

する。 

（所属長決裁事項の代決） 

第９条 所属長が不在のときは、次席、副隊長、副所長、副校長、副署長又は次長（以下「次

席等」という。）が代決するものとする。 

２ 所属長及び次席等が不在のときは、あらかじめ所属長が指定した順序に従い、所属の幹部

が代決するものとする。 

（代決処理事務の制限） 

第10条 前３条に規定する代決処理は、重要若しくは異例な事項又は疑義のあるものについて

は、これを行ってはならない。 

 （部長及び所属長の専決事項） 

第11条 部長及び所属長は、別に定めのあるもののほか、別表第１に定める事務について専決

処理することができる。 

 （副署長及び次長の専決事項） 

第12条 副署長及び次長は、別表第１に定める警察署長専決事項１から９までについて、署長

の定めるところにより専決処理することができる。 

（幹部の専決事項） 

第13条 次席、副隊長、副所長、管理官、管理監、公安委員会事務室長、監査室長、警察車両

整備センター所長、自動車運転免許試験場長、運転者講習センター担当課長補佐及び副校長

並びに警察署の副署長、次長、管理監、刑事生活安全官、交通地域官及び課長は、所属長の

定めるところに従い、軽易な事項について専決処理することができる。 

  （岩村、金山及び神岡警部交番所長の専決事項） 

第13条の２ 岩村、金山及び神岡警部交番所長は、別に定めるもののほか、別表第２に定める

事務について署長の定めるところに従い、専決処理することができる。 

 （交番等における専決事項） 

第14条 交番の幹部及び駐在所の勤務員は、別表第３に定める事務について署長の定めるとこ

ろに従い、専決処理することができる。 

    第２節 連絡協調 

（所属相互間の協調） 
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第15条 所属長は、業務の運営に関し相互に緊密な連絡を保ち協力しなければならない。 

（応援要請） 

第16条 所属長は、警戒、警備その他の職務遂行上他の所属から応援を受けようとするときは、

速やかに本部長に要請しなければならない。ただし、事態が急迫して、そのいとまがないと

きは、直接その所属長に応援を求め、事後速やかに本部長に報告しなければならない。 

（応援要請を受けた所属長の処置） 

第17条 前条ただし書の規定により要請を受けた所属長は、直ちに応援員を派遣するとともに、

その旨を本部長に報告しなければならない。ただし、やむを得ない理由により、応援派遣す

ることができないときは、その旨を応援を求めた所属長に通報するとともに、本部長に報告

しなければならない。 

第４章 会議 

（会議） 

第18条 警察業務の執行について、各所属相互間の連絡調整を図り、又は協議、打合せ等を必

要とする場合には、会議を開催する。 

（本部会議） 

第19条 本部長は、警察運営に関する重要な事項等について、必要があると認めるときは、次

の本部会議を招集して必要な指示を与え、意見を徴するものとする。 

 (1) 部長会議 

(2) 警察署長会議 

２ 本部会議を招集する場合は、あらかじめ日時及び場所を指定して、関係者に通知するもの

とする。  

（本部会議の主宰及び庶務） 

第20条 本部会議は、本部長が主宰し、会議の庶務は、総務室総務課長（以下「総務課長」と

いう。）が行う。 

２ 総務課長は、本部会議を開催した場合、必要により議事の要点を記録するものとする。 

（本部会議の出席者） 

第21条 本部会議の出席者は、次のとおりとする。  

(1) 部長会議 部長、警察学校長及び組織犯罪対策統括官 

(2) 警察署長会議 部課長及び署長 

（本部会議の代理出席） 

第22条 本部会議の招集を受けた者は、事故その他やむを得ない事由により代理を出席させよ

うとするときは、あらかじめ本部長の承認を受けなければならない。 

  （出席者の特例） 

第23条 本部長は、第21条に規定する者のほか、特に必要と認める者を本部会議に出席させる

ことができる。 

 （本部会議の招集） 

第24条 部課長は、主管事務について、本部会議に付議する必要があると認めるときは、本部

長に議題を提出し、会議の招集を求めることができる。 

 （その他の会議） 

第25条 本部長は、本部会議のほか必要があると認めるときは、別に会議を招集することがで

きる。 

（幹部会議） 

第26条 所属長は、所管業務を推進するため幹部会議を招集し、意見を徴し、又は指示命令を

与えるため必要があると認めるときは、幹部会議を開催することができる。 

２ 前項の会議状況は、幹部会議録（別記様式第４号又は第４号の２）に記録しておかなけれ

ばならない。    

第５章 勤務 
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第１節 勤務管理 

 （勤務管理簿） 

第27条 職員の出勤状況等の管理は、勤務管理簿（別記様式第５号）により行うものとする。 

 （勤務管理責任者）  

第28条 所属長は、前条の出勤状況等の管理に係る事務を総括させるため、次席等の職にある

者を勤務管理責任者に指定する。 

２ 勤務管理責任者は、別に定めるところにより職員の出勤状況等を把握し、これを勤務管理

簿に整理するものとする。 

３ 勤務管理責任者は、職員の申出により当該職員の勤務管理簿を閲覧させなければならない。 

４ 勤務管理責任者は、別に定めるところにより勤務管理補助者を指定し、その事務を補助さ

せるものとする。 

第２節 宿日直勤務等 

 （宿日直勤務及び警察署当番） 

第29条 本部及び警察学校に、岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例施

行規則（昭和32年岐阜県人事委員会規則第６号）第67条に定める宿日直勤務を置く。 

２ 署に、岐阜県警察における警察署当番に関する訓令（令和６年岐阜県警察訓令第５号）第

１条に定める警察署当番を置く。 

（当直勤務時間） 

第30条 当直勤務の時間は、次のとおりとする。 

(1) 午後５時15分から翌日午前８時30分までの間 

(2) 岐阜県の休日を定める条例（平成元年岐阜県条例第５号）第１条第１項に定める県の休

日の午前８時30分から午後５時15分までの間 

 （当直勤務員） 

第31条 宿日直勤務及び警察署当番に従事する職員（以下「当直勤務員」という。）は、警部

以下の警察官又は警部以下に相当する一般職員をもって充てる。 

２ 本部に置く宿日直勤務（以下「本部当直」という。）及び署に置く警察署当番（以下「署

当直」という。）に責任者（以下「当直長」という。）を置き、本部当直の当直長には警部

の階級にある警察官を、署当直の当直長には警部又は警部補の階級にある警察官をもって充

てる。 

３ 当直長は、当直勤務員を指揮し、当直勤務中における警察業務の円滑な運営を図り、その

責任を負うものとする。 

４ 当直勤務員の勤務時間の割振りは、別に定めるものとする。 

 （当直勤務の細目） 

第32条 当直勤務員の任務割当て、勤務要領その他の細目事項は、本部にあっては本部長が、

署にあっては署長が別に定めるものとする。 

 （当直勤務事項の記載） 

第33条 署当直長は、第56条に定める警察日誌に当直勤務中の取扱事項等を記載しておかなけ

ればならない。  

    第３節 公務のための旅行 

第34条 削除  

 （旅行命令） 

第35条 職員の公務のための旅行は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和25年法律第114

号）及び岐阜県職員等旅費条例（昭和32年岐阜県条例第30号）の定めるところにより、本部

長又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）の発する旅行命令によって行

われなければならない。 

２ 国家公務員等の旅費に関する法律に定める旅行命令等の権限の委任について必要な事項は、

別に定めるものとする。 
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 （期間の変更） 

第36条 職員は、出張中公務上の必要又は災害、急病その他やむを得ない事情により、旅行命

令に従って出張することができなくなったときは、速やかにその理由を旅行命令権者に報告

して、指揮を受けなければならない。 

 （復命） 

第37条 公務のため旅行を命ぜられた者は、帰庁後速やかに復命書（別記様式第６号又は第６

号の２）を旅行命令権者に提出しなければならない。ただし、旅行命令権者の承認を得て口

頭で復命することができる。 

    第４節 事務引継等 

 （事務引継書） 

第38条 職員は、退職、休職、配置換えその他の理由によりその職を離れるときは、事務引継

書（別記様式第７号）を作成しなければならない。ただし、所属長が必要でないと認めた者

については、この限りでない。 

２ 前項の事務引継書は、前任者及び後任者が立会の上、事務の引継ぎを完了した上で作成し、

部課長及び所属長にあっては本部長に、その他の職員にあっては所属長に提出しなければな

らない。ただし、やむを得ない場合は、代理者が行うことができる。 

（着任） 

第39条 職員は、新たに配置され、又は配置換えを命ぜられたときは、当該発令日に着任する

ものとする。ただし、所属長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

２ 所属長は、特別の理由により発令日に着任することができないと認めるときは、本部長の

承認を得て当該職員に対し、別に着任日を指定することができる。 

（人事記録等の送付） 

第40条 所属長は、職員が転任した場合は、本人の人事記録及び給与等についての書類を取り

まとめ、速やかに転任先の所属長に送付しなければならない。 

第６章  

第41条 所属長及び幹部は、所属職員がその職務を全うし、警察機能が能率的かつ適正に発揮

される状態にあるよう、常に部下職員の指導監督に努めなければならない。 

２ 所属長は所属職員を、幹部は各階級に従い、それぞれ下級の職員を指導監督し、その責を

負わなければならない。 

（指導監督事項） 

第42条 指導監督事項は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 規律保持及び服務の適否 

(2) 奉仕観念及び責任観念の状況 

(3) 注意力、判断力、企画力及び実務能力の程度 

(4) 事務処理の良否及び書類簿冊の取扱いの適否 

(5) 市民応接の適否 

(6) 服装及び態度の適否 

(7) 素行の良否 

(8) 上司、同僚及び部下との関係 

(9) 身上及び健康の状況 

(10) 勉学及び術科の習得状況 

(11) 備品、貸与品及び給与品の保存並びに消耗品の使用の適否 

(12) 前各号のほか、幹部である部下に対しては、指揮能力の有無並びに指揮監督の実施状況及

びその適否 

（監督方針の明示） 

第43条 所属長は、幹部に対して監督について随時具体的方針を示し、監督上の指標を明らか 

にしなければならない。 
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（功労等の報告） 

第44条 幹部は、部下に職務上の功労、義務違反等があると認めたときは、必要な調査を行い、 

その状況を所属長に報告しなければならない。 

（指導監督結果） 

第45条 幹部は、部下の指導監督結果について、別に定めるところにより毎月所属長に報告し

なければならない。 

２ 所属長は、前項の指導監督結果をとりまとめ、別に定めるところにより本部長に報告しな

ければならない。 

第７章 教養  

（本部の教養） 

第46条 本部長は、原則として毎月１回以上本部の各課に勤務する職員を招集し、職務の遂行

に関する方針その他必要な事項について訓示し、及び教養するとともに、点検、礼式、教練、

術科その他の訓練を行うものとする。 

（署の教養） 

第47条 署長は、原則として毎月１回以上署員を招集し、職務の遂行に関する方針その他必要

な事項について訓示し、及び教養するとともに、点検、礼式、教練、術科その他の訓練を行

うものとする。 

第８章 施設の設置及び防火管理等 

（交番等の設置） 

第48条 署長は、交番又は駐在所の設置、廃止若しくは移転又はその名称若しくは所管区の変

更を必要とするときは、本部長に上申しなければならない。 

（検問所等の設置） 

第49条 署長は、必要があると認めるときは、本部長の承認を得て、検問所、警備派出所及び

臨時派出所を置き、廃止し、又はその位置を変更することができる。 

（防火管理） 

第50条 本部長は、警察庁舎及び岐阜県職員宿舎管理規則（昭和32年岐阜県規則第30号）第３

条に規定する宿舎（警察職員の入居する宿舎に限る。）について、防火管理上必要な事項を

定めるものとする。 

２ 本部長は、警察本部庁舎以外の警察署、分庁舎、センター庁舎等の警察庁舎について、前

項の規定による防火管理に関する事務を、それぞれ当該庁舎を管理する長に分掌させるもの

とする。 

（非常持出し） 

第51条 所属長は、重要な文書及び物品等については、その所在を明確にし、非常の際には、

直ちに搬出できるように処置しておかなければならない。 

（非常災害時の措置） 

第52条 職員は、退庁後又は休日に、庁舎又はその付近に災害が発生したときは、速やかに登

庁し、上司の指揮を受けなければならない。 

第９章 雑則 

（署、交番等の標示） 

第53条 署、交番、駐在所、検問所、警備派出所及び臨時派出所の正面入口その他見やすい箇

所に、その名称（別記様式第８号）を標示しなければならない。 

２ 署、交番、駐在所、検問所及び警備派出所には、夜間その所在を明らかにするため赤色灯

を掲げなければならない。 

（掲示板） 

第54条 署、交番及び駐在所には、庁舎の正面の見やすい箇所に掲示板を設置しなければなら

ない。 

（案内図等） 
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第55条 署には、来訪者の利便を図るため見やすい箇所に案内図を掲げるほか、必要な係名等

適宜に標識を掲げ、その所在を明らかにしておかなければならない。  

（警察日誌） 

第56条 署に警察日誌（別記様式第９号）を備え、取扱責任者を定めて所要事項を記載してお

かなければならない。 

（沿革誌） 

第57条 総務課長及び署長は沿革誌を備え、本部及び署における次の事項を記録しておかなけ

ればならない。 

(1) 本部の沿革誌 

ア 警察制度、組織及び管轄区域に関すること。 

イ 公安委員会に関すること。 

ウ 警察予算に関すること。 

エ 警察施設及び通信に関すること。 

オ 人事、定員、服制、装備、厚生及び教養に関すること。 

カ 生活安全、地域、刑事、交通及び警備警察に関すること。 

キ 災害、事変に関すること。 

ク その他必要と認めること。 

(2) 署の沿革誌 

ア 署の設立年月日、名称及び位置に関すること。 

イ 庁舎の建築、改築、移転及び敷地に関すること。 

ウ 署長の異動に関すること。 

エ 定員の改正及び組織の変更に関すること。 

オ 交番、駐在所等の新設、廃止、移転及び管轄区域の変更に関すること。 

カ 管内市町村別の面積、人口、戸数及び世帯数に関すること。 

キ 犯罪発生状況及び検挙状況に関すること。 

ク 非常災害及びその処置に関すること。 

ケ 署の受賞事項に関すること。 

コ 警察運営上特に施策した事項に関すること。 

サ その他必要と認めること。 

（管内図） 

第58条 署に管内図を備え、次の事項を記録しておかなければならない。 

(1) 行政区画及び管轄区域並びに隣接署 

(2) 交番、駐在所等の位置 

(3) 官公署、学校及び病院等 

(4) 山河、湖沼、鉄道、道路その他警察上必要な事項 

附 則 

この訓令は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年岐阜県警察訓令第９号） 

この訓令は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年岐阜県警察訓令第20号） 

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年岐阜県警察訓令第26号） 

この訓令は、平成17年８月１日から施行する。 

   附 則（平成17年岐阜県警察訓令第29号） 

 この訓令は、平成17年９月１日から施行する。 

   附 則（平成17年岐阜県警察訓令第34号） 

 この訓令は、平成17年11月１日から施行する。 
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   附 則（平成18年岐阜県警察訓令第４号） 

 この訓令は、平成18年２月１日から施行する。 

   附 則（平成18年岐阜県警察訓令第８号） 

 この訓令は、平成18年３月１日から施行する。ただし、第13条の２、別表第１（各課の長共

通専決事項）及び別表第２の改正規定は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則（平成19年岐阜県警察訓令第３号） 

 この訓令は、平成19年２月１日から施行する。 

      附 則（平成19年岐阜県警察訓令第17号） 

 この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年岐阜県警察訓令第34号） 

 この訓令は、平成19年８月３日から施行する。 

   附 則（平成19年岐阜県警察訓令第43号） 

 この訓令は、平成19年12月６日から施行する。 

   附 則（平成20年岐阜県警察訓令第１号） 

 この訓令は、平成20年２月１日から施行する。 

   附 則（平成20年岐阜県警察訓令第８号） 

 この訓令は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則（平成20年岐阜県警察訓令第10号） 

 この訓令は、平成20年６月１日から施行する。 

   附 則（平成21年岐阜県警察訓令第12号） 

 この訓令は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年岐阜県警察訓令第６号） 

 この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年岐阜県警察訓令第10号） 

 この訓令は、平成22年４月５日から施行する。 

     附 則（平成22年岐阜県警察訓令第13号） 

  この訓令は、平成22年７月１日から施行する。 

      附 則（平成22年岐阜県警察訓令第20号） 

 この訓令は、平成22年９月15日から施行する。 

    附 則（平成23年岐阜県警察訓令第３号） 

 この訓令は、平成23年４月１日から施行する。 

      附 則（平成23年岐阜県警察訓令第５号） 

 この訓令は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年岐阜県警察訓令第７号） 

 この訓令は、平成24年４月１日から施行する。 

      附 則（平成25年岐阜県警察訓令第９号） 

 この訓令は、平成25年４月１日から施行する。 

   附 則（平成26年岐阜県警察訓令第８号） 

 この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

   附 則（平成28年岐阜県警察訓令第14号） 

 この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則（平成29年岐阜県警察訓令第４号） 

 この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年岐阜県警察訓令第25号） 

 この訓令は、平成30年１月１日から施行する。 

附 則（平成30年岐阜県警察訓令第17号） 

 この訓令は、平成31年１月１日から施行する。 
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   附 則（平成31年岐阜県警察訓令第５号） 

この訓令は、平成31年３月１日から施行する。ただし、別表第１（生活環境課長専決事項）の 

次に１表を加える改正規定及び別記様式第３号の２の改正規定は、平成31年４月１日から施行す 

る。 

   附 則（令和元年岐阜県警察訓令第14号） 

 この訓令は、令和元年７月１日から施行する。 

   附 則（令和２年岐阜県警察訓令第８号） 

 この訓令は、令和２年３月23日から施行する。 

   附 則（令和３年岐阜県警察訓令第３号） 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年岐阜県警察訓令第４号） 

 この訓令は、令和４年３月15日から施行する。 

   附 則（令和５年岐阜県警察訓令第１号） 

 この訓令は、令和５年２月１日から施行する。 

   附 則（令和５年岐阜県警察訓令第６号） 

 この訓令は、令和５年３月24日から施行する。 

   附 則（令和５年岐阜県警察訓令第17号） 

 この訓令は、令和５年７月26日から施行する。 

   附 則（令和６年岐阜県警察訓令第４号） 

 この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１ （第11条関係） 

                専  決  事  項 

１ 本部 

（部長共通専決事項） 

１ 部長の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

２ 岐阜県情報公開条例（平成12年岐阜県条例第56号）第12条第１項に規定する公文書の公

開決定等の事務のうち、その一部を公開することについて既に意思決定がなされ、その後

の事情の変更等がないもの及びこれと同一類型のものに係る公開決定等の事務に関するこ

と。 

３ 個人情報の保護に関する法律（平成17年法律第57号）第82条第１項に規定する保有個人

情報の開示決定等の事務のうち、その一部を開示することについて既に意思決定がなされ、

その後の事情の変更等がないもの及びこれと同一類型のものに係る開示決定等の事務に関

すること。 

（首席監察官を除く、部長共通専決事項） 

１ 各部又は総務室内の参事官、課長、隊長、所長、管理官及び管理監の週休日及び勤務時

間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

２ 各部又は総務室内の参事官、課長、隊長、所長、管理官及び管理監の管理職員特別勤務

手当に関すること。  

３ 軽易な通達及び指示に関すること。 

４ 調査、統計、教養等に関する資料の作成配布及び処理に関すること。 

５ 通知、報告、照会及び回答に関すること。ただし、重要又は特異なものについては、こ

の限りでない。 

（総務室長専決事項） 

１ 公安委員会の庶務に関すること。 

２ 予算関係事務のうち、歳出予算費目流用調書の審査に関すること。 

３ 岐阜県行政委員会等の職員に対する事務委任及び補助執行に関する規則（昭和37年岐阜

県規則第65号。以下「事務委任規則」という。）第２条の規定により本部長に委任された

事務のうち、歳出予算に係る支出負担行為に関すること。 

４ 秘書官及び監査室長の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

５ 監査室長の管理職員特別勤務手当に関すること。 

（警務部長専決事項） 

 １ 署長の諸願届に関すること。 

２ 上席監察官、監察官及び副校長並びに署長、副署長及び警察署の管理監の管理職員特別

勤務手当に関すること。 

３ 警部補以下の警察官及びこれに相当する一般職員の辞令の伝達に関すること。 

４ 警察大学校専科及び管区警察学校入校生の決定に関すること。 

５ 県警察学校初任補修科及び任用科並びに専科入校生の決定に関すること。 

６ 健康管理に関すること。 

７ 福利厚生に関すること。 

８ 留置施設の管理に関すること。 

９ 上席監察官及び監察官の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

（生活安全部長専決事項） 

１ 本部長指揮事件に関し、主管部長の指揮事項に属すること。 

２ 軽易な生活安全・少年・生活保安警察の企画及び実施に関すること。 

３ 生活安全部関係事件の捜査に関し、部課職員の応援派遣に関すること。 

４ 生活安全部関係事件の手配及びその解除に関すること。 

５ 生活安全部関係事件被疑者の護送及び引渡しに関すること。 
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６ 生活安全部関係事件捜査の指導調整に関すること。 

７ 生活安全関係他機関との連絡調整に関すること。 

８ 青色回転灯使用申請事務に関すること。 

（地域部長専決事項） 

１ 軽易な地域警察の企画及び実施に関すること。 

２ 地域関係他機関との連絡調整に関すること。 

３ 非常通報装置設置承認等に関すること。 

４ 山岳遭難に伴う山岳警備隊の出動派遣に関すること。 

（刑事部長専決事項） 

１ 本部長指揮事件に関し、主管部長の指揮事項に関すること。 

２ 犯罪捜査に関し、部課職員の応援派遣に関すること。 

３ 手配等及びその解除に関すること。 

４ 被疑者の護送及び引渡しに関すること。 

５ 軽易な犯罪鑑識施設の整備及び運営に関すること。 

６ 刑事部内における捜査主管の決定に関すること。 

７ 捜査の指導調整に関すること。 

８ 捜査関係他機関との連絡調整に関すること。 

９ 組織犯罪対策統括官及び総括情報管理官の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等

に関すること。 

10 組織犯罪対策統括官及び総括情報管理官の管理職員特別勤務手当に関すること。 

（交通部長専決事項） 

１ 本部長指揮事件に関し、主管部長の指揮事項に関すること。 

２ 軽易な交通警察の企画及び実施に関すること。 

３ 交通関係事件の捜査に関し、部課職員の応援派遣に関すること。 

４ 交通関係事件被疑者の護送及び引渡しに関すること。 

５ 交通関係他機関との連絡調整に関すること。 

６ 交通関係事件の手配及びその解除に関すること。 

７ 交通関係事件捜査の指導調整に関すること。 

８ 自動車運転免許試験場長の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

９ 自動車運転免許試験場長の管理職員特別勤務手当に関すること。 

（警備部長専決事項） 

１ 本部長指揮事件に関し、主管部長の指揮事項に関すること。 

２ 警備資料の発行に関すること。 

３ 警備情報の収集、連絡及び通報に関すること。 

４ 警備犯罪の捜査に関し、部課職員の応援派遣に関すること。 

５ 警備関係他機関との連絡調整に関すること。 

６ 警備事件の手配及びその解除に関すること。 

７ 警備関係事件被疑者の護送及び引渡しに関すること。 

８ 軽易な警備計画及びその実施に関すること。 

９ 警察用航空機の使用及び搭乗承認に関すること。 

10 警察用航空機の整備等の状況検査に関すること。 

11 ヘリコプターテレビシステムの使用承認に関すること。 

（各課の長共通専決事項） 

１ 岐阜県情報公開条例（平成12年岐阜県条例第56号。以下「情報公開条例」という。）の

施行事務に関すること。ただし、次に掲げる事務を除く。 

(1）情報公開条例第12条第１項の規定による請求に係る公文書を公開するかどうかの決定

事務（その全部を公開することについて既に意思決定され、その後の事情の変更等がな
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いものを除く。） 

(2) 情報公開条例第18条第１項から第３項までに規定する岐阜県情報公開審査会への諮問

に関する事務 

 ２ 個人情報の保護に関する法律（平成17年法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）

第５章に規定する施行事務に関すること。ただし、次に掲げる事務を除く。 

(1) 個人情報保護法第82条第１項の規定による開示請求に係る保有個人情報の全部又は一

部を開示するかどうかの決定事務（その全部を開示することについて既に意思決定され、

その後の事情の変更等がないものを除く。） 

(2) 個人情報保護法第93条第１項の規定による訂正請求に係る保有個人情報の訂正をする

かどうかの決定事務（訂正をすることについて既に意思決定され、その後の事情の変更

等がないものを除く。）  

(3) 個人情報保護法第101条第１項の規定による利用停止請求に係る保有個人情報の利用

停止をするかどうかの決定事務（利用停止をすることについて既に意思決定され、その

後の事情の変更等がないものを除く。） 

(4) 個人情報保護法第105条第３項で準用する同条第１項及び第２項並びに岐阜県個人情

報保護審査会条例（令和４年岐阜県条例第42号）第３条第１号に規定する岐阜県個人情

報保護審査会への諮問に関する事務 

３ 所属職員の所掌事務を定めること。 

４ 所属職員の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

５ 所属職員の時間外勤務等を命ずること。 

６ 所属職員の当直勤務を命ずること。 

７ 所属職員の部分休業の承認又は承認の取消しに関すること。 

８ 住居手当の認定事務に関すること。 

９ 特地勤務手当に準ずる手当の支給期間の決定に関すること。 

10 軽易な課員の行為についてのほう償、訓戒に関すること。 

11 扶養親族の認定に関すること。 

12 児童手当の認定事務に関すること。 

13 通勤手当支給額の決定に関すること。 

14 軽易な調査、統計、教養等に関する資料の作成配布及び処理に関すること。 

15 定例又は軽易な事項に関する通知、報告、照会及び回答に関すること。 

16 公安委員会事務専決規程別表中、行政不服審査法の区分に規定する事項 

17 単身赴任手当の認定事務に関すること。 

18 証人等の旅行依頼  

（総務課長専決事項） 

１ 軽易な公安委員会の庶務に関すること。 

２ 軽易な被疑者取調べ監督制度の運用に関すること。 

  （広報県民課長専決事項） 

１ 警察広報についての調査に関すること。 

２ 音楽隊の訓練及び派遣に関すること。 

（会計課長専決事項） 

事務委任規則第２条により本部長に委任された事務のうち、次に掲げる事項の処理に関す

ること。 

１ 次の表に掲げる収入の事務処理に関すること。 

 区    分    専 決 金 額 

 調 定 決 議            全   額 

  収 入 命 令              全   額 
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備考 変更の場合は、変更後の額とする。 

２ 次の表に掲げる支出の事務処理に関すること。 

              区         分     専 決 金 額 

 

支

出

負

担

行

為 

）  

債

務

負 

担

行

為 

（  

 報酬、給料、職員手当等、共済費、災害補償費、 

恩給及び退職年金、賃金、報償費、旅費、交際費、原材

料費、扶助費、公課費 

 

     全    額 

 

 需用費（式典費、対外交流費、会議費及び給食費を除

く。）、役務費、使用料及び賃借料、償還金、利子及び

割引料 

 

 

１，０００万円未満 

 

 会議費（１人の１回の食事に要する経費が１，６２０

円を越えるものを除く。） 

  ２００万円未満 

 

 給食費等   ２００万円未満 

  委託料 

 

 工事委託料  １億円未満 

  業務委託料  １，０００万円未満 

  公有財産購入費、備品購入費   １，０００万円未満 

 負担金 

 

 

  工事負担金   １億円未満 

  工事負担金以外の 

もの 

  １，０００万円未満 

 

  補助金及び交付金   １，０００万円未満 

 貸付金、補償、補填及び賠償金（賠償金を除く。）、

投資及び出資金 

  １，０００万円未満 

 

 工事請負費   １億円未満 

    支出命令   全   額 

備考 変更の場合は、変更後の額とする。 

３ 物品の取得、管理及び処分で次の各号に掲げるもの並びに物品の出納通知に関すること。 

(1) 岐阜県会計規則（昭和32年岐阜県規則第19号。以下「会計規則」という。）第86条の

物品（評価額100万円未満のものに限る。）の寄附の受入れ又は承認 

(2) 会計規則第86条の２の物品の借入れに係る使用貸借契約の締結又はその承認 

(3) 会計規則第94条の物品の管理換え又はその承認 

(4) 会計規則第98条第１項の物品の貸付け又はその承認及び同条第２項の物品の寄託 

(5) 会計規則第99条第１項の物品（評価額100万円未満のものに限る。）の不用決定又はそ

の承認 

４ 岐阜県警察が無償使用する国有物品の管理に関すること。 

（装備施設課長専決事項） 

１  給貸与品の交付、返納及び交換に関すること。 

２  車両の整備に関すること。 

３  小型武器及び執行実包の出納に関すること。 

４  行政財産の目的外使用の許可に関すること（重要なものを除く。）。 

（情報管理課長専決事項） 

１ 公文書の接受、発送に関すること。 

２ 軽易な電子計算組織運営に関すること。 

（警務課長専決事項） 

１  各種身分証明に関すること。 

２ 公用旅行証明に関すること。 

３ 育児休業及び育児短時間勤務の承認その他の育児休業等に係る承認又は承認の取消しに

関すること。  
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４ 業務の合理化・効率化についての調査に関すること。 

５ 高齢者部分休業の承認等に関すること。 

（教養課長専決事項） 

１ 軽易な教養の実施に関すること。 

２ 優良図書のあっせん及び紹介に関すること。 

３ 訓練用拳銃弾の出納に関すること。 

（厚生課長専決事項） 

１ 警部補以下の警察官及びこれに相当する一般職員の健康管理についての指示に関すること。                                        

２ 軽易な福利厚生に関すること。 

（留置管理課長専決事項） 

１ 留置の調整に関すること。 

２ 護送計画に関すること。 

３ 留置管理に関する照会、調整及び回答に関すること。 

（生活安全総務課長専決事項） 

１ 犯罪の予防についての軽易な事項の企画及び実施に関すること。 

（人身安全対策課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 行方不明者、迷い人等の手配及び解除に関すること。 

４ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

５ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

６ 捜査資料の整備に関すること。 

（少年課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２  本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。  

３ 軽易な少年警察活動の運営に関すること。 

４ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

５ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

６ 捜査資料の整備に関すること。 

（生活環境課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 捜査資料の整備に関すること。 

（サイバー犯罪対策課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ サイバー犯罪対策についての軽易な事項の企画及び実施に関すること。 

４ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

５ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

６ 捜査資料の整備に関すること。 

（地域課長専決事項） 

１ 軽易な地域警察の運営に関すること。 

２ 軽易な雑踏警備に関すること。 

３ 軽易な水難、山岳遭難その他の事故に関すること。 

４ 軽易な鉄道警察隊の運用に関すること。 
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５ 山岳警備隊の軽易な運用に関すること。 

（通信指令課長専決事項） 

１ 軽易な110番通報事案（事件、事故を除く。）の処理に関すること。 

２ 軽易な警察通信運営に関すること。 

（自動車警ら隊長専決事項） 

１ 軽易な自動車警ら隊の運用に関すること。 

（刑事総務課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。  

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 犯罪統計に関すること。 

６  手口関係資料の収集保管及び分析に関すること。 

７ 捜査資料の整備に関すること。 

（捜査第一課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 犯罪性の疑いのない死体の発見・認知及び検視・死体見分結果の報告に関すること。  

４ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

５ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

６ 捜査資料の整備に関すること。 

（捜査第二課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 捜査資料の整備に関すること。 

（捜査第三課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 移動警察の乗務計画及び実施に関すること。 

６ 捜査資料の整備に関すること。 

（組織犯罪対策課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 捜査資料の整備に関すること。 

（国際捜査課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 捜査資料の整備に関すること。 

（鑑識課長専決事項） 
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１ 軽易な鑑定に関すること。 

２ 鑑定資料の処理に関すること。 

３ 写真、指掌紋及び足痕跡の処理に関すること。 

４ 被疑者写真、指掌紋及び足痕跡の各種照会並びに回答に関すること。 

５ 身元不明死体票及び行方不明者届受理票に関すること。 

６ 鑑識基礎資料の収集保管及び処理に関すること。 

７ 犯罪経歴証明業務に関すること。 

（科学捜査研究所長専決事項） 

１ 簡易な鑑定に関すること。 

２ 鑑定資料の処理に関すること。 

３ 鑑定基礎資料の収集保管及び処理に関すること。 

（機動捜査隊長専決事項） 

１ 軽易な機動捜査隊の運用に関すること。 

（交通企画課長専決事項） 

１ 交通警察に関する資料の収集及び広報に関すること。 

（交通指導課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 交通警察に関する指導取締りに関すること。 

４ 軽易な交通事件報告の処理に関すること。 

５ 交通事件即決裁判の送致手続に関すること。 

（交通規制課長専決事項） 

１ 軽易な交通規制の処理に関すること。 

（運転免許課長専決事項） 

１ 運転者管理センターの業務の処理に関すること。 

２ 運転免許及び運転免許試験の事務の処理に関すること。 

３ 運転免許の行政処分の事務の処理に関すること。 

４ 軽易な指定自動車教習所の指導及び監督に関すること。 

（交通機動隊長専決事項） 

１ 軽易な交通機動隊の運用に関すること。 

（高速道路交通警察隊長専決事項） 

１ 軽易な高速道路交通警察隊の運用に関すること。 

２ 道路使用許可申請手数料及び道路使用許可証再交付手数料の免除に関すること（本部長

が別に定めるものに限る。）。 

（警備総務課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 軽易な警備情報の収集、連絡及び処理に関すること。 

６ 警備資料の整備に関すること。 

（警備第一課長専決事項） 

１ 本部長が指揮する事件の捜査主任官の指名に関すること。 

２ 本部長が指揮する事件の調査主任官の指名に関すること。 

３ 軽易な犯罪の手配及びその解除に関すること。 

４ 捜査に関する調査、照会及び回答に関すること。 

５ 軽易な警備情報の収集、連絡及び処理に関すること。 
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６ 警備資料の整備に関すること。 

（警備第二課長専決事項） 

１ 災害情報の伝達及び通報に関すること。 

２ 警備計画基礎資料の整備に関すること。 

３ 特殊標章等の交付等に関すること（本部長が別に定めるものに限る。）。 

４ 警察用航空機の管理及び整備のうち、軽易な事項の処理に関すること。 

（機動隊長専決事項） 

１ 軽易な機動隊の運用に関すること。 

（警察学校長専決事項） 

１ 警察学校長の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

２ 生徒の規律その他に関し内規を定めること。 

３ 学校の一時使用に関すること。 

２ 署 

（署長専決事項） 

１ 署員の時間外勤務等を命ずること。 

２ 署員の当直勤務を命ずること。 

３ 署長及び署員の週休日及び勤務時間の割振り、休暇の承認等に関すること。 

４ 署員の部分休業（高齢者部分休業を除く。）の承認又は承認の取消しに関すること。 

５ 住居手当の認定事務に関すること。 

６ 特地勤務手当に準ずる手当の支給期間の決定に関すること。 

７ 扶養親族の認定に関すること。 

８ 通勤手当支給額の決定に関すること。 

９ 軽易な署員の行為についてのほう償、訓戒に関すること。 

10 通常職務の範囲内における証明に関すること。 

11 公安委員会事務専決規程中、行政不服審査法の区分に規定する事項のうち補正命令に関

すること。 

12 単身赴任手当の認定事務に関すること。 

13 特殊標章等の交付等に関すること（本部長が別に定めるものに限る。）。 

別表第２（第13条の２関係） 

                               専  決  事  項 

（岩村、金山及び神岡警部交番所長の専決事項）  

１ 自動車保管場所証明申請の受理と交付に関すること。    

２  自動車保管場所標章交付申請の受理と交付に関すること。 

３  自動車保管場所届出（変更）の受理に関すること。 

４  自動車保管場所標章再交付申請の受理と交付に関すること。 

５ 通行禁止道路通行許可申請の受理と交付に関すること。 

６ 駐車禁止場所における駐車許可申請の受理と交付に関すること。 

７ 道路使用許可申請（祭礼等恒例的かつ簡易なものに限る。）の受理と交付に関すること。 

別表第３（第14条関係）  

                専  決  事  項 

１ 交番の幹部の専決事項 

(1) 制限外積載許可に関すること。 

(2) 設備外積載許可に関すること。 

２ 駐在所勤務員の専決事項 

(1) 制限外積載許可に関すること。 

(2) 設備外積載許可に関すること。 
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別記様式第１号（第４条関係） 

 

 

                          

                          

         

年  月  日 

 岐阜県警察本部長 殿 

長 

職 員 異 動 報 告 書 

任 地 異 動 職 の 異 動 
階 級 氏 名 

異 動 

理 由 旧任地 新任地 旧 職 新 職 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第２号 削除 
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別記様式第３号（第６条関係） 

分類記号   －  －  － 

保存期間      年     年  月  日まで 

 

岐阜県警察本部○○部○○課事務分掌表 

                                                                           年  月  日現在  

部 長  警視正   ○ ○  ○ ○   （電話番号） 

参事官    警 視      ○  ○    ○  ○   （電話番号） 

課 長    警 視      ○  ○    ○  ○   （電話番号） 

次 席    警 部      ○  ○    ○  ○   （電話番号） 

  補     佐    係   係     長   主     任         係   分 掌 事 務         

 

庶務補佐 

事務 ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

庶  務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務 ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 課の庶務に関する 

 こと。 

２ ○○の○○に関す 

 ること。 

 

 

 

企画補佐 

部 ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

 

 

企  画 

 

 

 

 

 

 

補 ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

長 ○ ○ ○  ○ 

          電話番号 

 

長 ○ ○ ○  ○ 

         電話番号 

 

 

 

査長  ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

１ ○○の○○に関す 

ること。 

２ ○○の○○に関す 

ること。      

３ ○○の○○に関す 

ること。        

 

 

 

 

指導補佐 

部 ○ ○ ○ ○ 

          電話番号 

 

 

 

 

 

 

指導第１ 

 

 

 

 

補 ○ ○ ○ ○ 

         電話番号 

 

 

 

長 ○ ○ ○  ○ 

         電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

１ ○○の○○に関す 

ること。 

２ ○○の○○に関す 

ること。  

 

 

 

指導第２ 

 

 

 

 

補 ○ ○ ○ ○ 

         電話番号 

 

 

 

長 ○ ○ ○  ○ 

         電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

１ ○○の○○に関す 

 ること。           

２ ○○の○○に関す 

 ること。           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          以     下     省     略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階 級 警 視 警 部 警部補 巡査部長    巡 査 一 般職員  合 計 

現在員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 備考 １ 上記項目以外は、記載しないこと。 
    ２ 係及び分掌事務は、岐阜県警察の組織の細目等に関する訓令（昭和 44年岐阜県警察訓令第４号）によること。 
    ３ 兼務者にあっては、所属の兼務は（兼 ◯◯課）と記載し、係の兼務は（兼）と記載するものとする。ただし、

庶務事務集中化により集中配置された庶務担当の一般職員にあっては、担当する課、業務等を明確にするため、（○
○課担当）等と記載し、担当する所属においては、（兼・○○課担当）と記載するものとする。 

    ４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別記様式第３号の２（第６条関係） 

分類記号   －  －  － 

保存期間      年     年  月  日まで 

○ ○ 警 察 署 事 務 分 掌 表                     

                                                                           年  月  日現在  

署 長  警 視   ○ ○  ○ ○   （電話番号） 

次 長    警 部      ○  ○    ○  ○   （電話番号） 

課     長 係  名 係     長 主     任 係 分 掌 事 務         

 
会計課長 
事務 ○ ○ ○ ○ 
        電話番号 

 
 
会  計 
 

  
 
事務 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 

 
 
事務 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

 
１ 総務室会計課及び 
装備施設課の所掌に
対応する事務（警察
装備に関することを
除く。）に関するこ
と。 

２ 警務部警務課及び
厚生課の所掌に対応
する事務（職員の給
料及び諸手当並びに
岐阜県警察職員互助
会及び警察共済組合
に係る事務の一部に
限る。）に関するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
警務課長 
部 ○ ○ ○ ○ 
        電話番号 

 
 
 
 
 
 
 
警  務 

 
 
 
 
 
 
 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
留置管理 
長 ○ ○ ○  ○ 
長 ○ ○ ○  ○  

 
 
査長  ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
交換  ○  ○  ○  ○ 
          電話番号 
 
 
留置管理 
査長  ○ ○ ○ ○
査長  ○ ○ ○ ○ 
査長  ○ ○ ○ ○ 
査長  ○ ○ ○ ○ 

 
１ 総務室総務課、広
報県民課、装備施設
課（警察装備に関す
ることに限る。）及
び情報管理課の所掌
に対応する事務に関
すること。 

２ 警務部の所掌に対
応する事務（職員の
給料及び諸手当並び
に岐阜県警察職員互
助会及び警察共済組
合に係る事務の一部
並びに留置管理課の
所掌に対応する事務
を除く。）に関する
こと。 

３ 警務部留置管理課 
の所掌に対応する事
務に関すること。 

４ 地域部通信指令課 
の所掌のうち電話交
換に関すること。 

５ 他の課の所掌に属 
しない事務に関する
こと。 

 
 
 
 
 
 
生活安全課長 
部 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 
 
 

生  安 

 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

  
査長  ○ ○ ○ ○ 
地域安全活動アドバイザー 
      ○  ○ ○  ○ 
          電話番号 

 
１ 生活安全部生活安
全総務課の所掌に対
応する事務に関する
こと。 

 

少  年 

 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

  
査長  ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

 
１ 生活安全部少年課 
の所掌に対応する事 
務に関すること。 

生活環境 

 
 
補 ○ ○ ○ ○ 
         電話番号 

 
 
長 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

 
 
 
 

 
１ 生活安全部生活環
境課及びサイバー犯
罪対策課の所掌に対
応する事務に関する
こと。 

 
 
 
 
 
 
 

 
課長代理 
 

 
補 ○ ○ ○ ○ 
         電話番号 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
１ 地域部地域課及び 
通信指令課の所掌に
対応する事務に関す
ること。           
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地域課長 
部 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 

        
 
 
 
 
 

 
地  域 
 

 
 
補 ○ ○ ○ ○ 
         電話番号 

 
長 ○ ○ ○  ○ 
長 ○ ○ ○  ○ 
          電話番号 

 
 
 
 
 

 
 
機動警ら 

 
                  
補 ○ ○ ○ ○ 
         電話番号 

 
長 ○ ○ ○  ○
長 ○ ○ ○  ○ 
         電話番号 

 
査長  ○ ○ ○ ○
査長  ○ ○ ○ ○
査長  ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 

 

課     長 係  名 係     長 主     任 係 分 掌 事 務         

 
 
 
 
 
地域課長          
部 ○ ○ ○ ○ 
         電話番号 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
○○ブロ
ック 
 
 
 
 
 

  
 
２受持 
長 ○ ○ ○ ○ 
３受持 
長 ○ ○ ○ ○ 

電話番号 
 

 
 
４受持 
査長  ○ ○ ○ ○ 
５受持 
査  ○ ○  ○  ○ 
          電話番号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ○○交番  
 
交番所長 １受持  
補  ○ ○  ○ ○ 
          電話番号 
 

 
 
 
 
 
 
 

  
 
１受持            
 査長  ○ ○ ○ ○
３受持            
査  ○ ○  ○  ○ 
          電話番号 
 

 ○○交番  
 
交番所長 ２受持 
長 ○ ○ ○ ○  
         電話番号 
 

 
○○警部交番所長 
部 ○ ○ ○ ○ 
     電話番号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
○○ブロ
ック 
 
 
 
 
 
 

  
 
２受持 
長 ○ ○ ○ ○ 
３受持 
長 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 

 
４受持 
査長  ○ ○ ○ ○ 
５受持 
査  ○ ○  ○  ○ 
６受持 
査 ○ ○ ○ ○ 
交番相談員   ○ ○ ○ ○  
         電話番号 

 ○○警部交番  
１受持 
補 ○ ○ ○ ○ 
     電話番号 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 ○○駐在所  
査長  ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 

 
 
 
 
 
 
刑事課長 
部 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
捜査第一 
 
 
 
 
 

 
総括係長 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 
 

 
 
長 ○ ○ ○ ○ 
長 ○ ○ ○ ○
長 ○ ○ ○ ○  
         電話番号 
 
 
 
 

 
 
査長  ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
鑑識 
査長  ○ ○ ○ ○  
         電話番号 
庶務 
査長  ○ ○ ○ ○  
         電話番号 

 
１ 刑事部刑事総務        
課、捜査第一課、捜
査第三課、鑑識課及
び科学捜査研究所の
所掌に対応する事務
に関すること。 

 
 

 
 
捜査第二 
 
 

 
 
補 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 
 

 
 
長 ○ ○ ○ ○ 
          電話番号 
 

 
 
査長  ○ ○ ○ ○  
         電話番号 
 

 
１ 刑事部捜査第二
課、組織犯罪対策課
及び国際捜査課の所
掌に対応する事務に
関すること。 

 
 
 

 
 

    
 
 

              以    下    省    略 
   

      

 

階 級 警 視 警 部 警部補 巡査部長    巡 査 一 般職員  合 計 

現在員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 １ 上記項目以外は、記載しないこと。 

    ２ 係及び分掌事務は、岐阜県警察の組織の細目等に関する訓令（昭和 44年岐阜県警察訓令第４号）によること。 

    ３ 兼務者にあっては、所属の兼務は（兼◯◯課）と記載し、係の兼務は（兼）と記載するものとする。     

    ４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別記様式第４号（第26条関係） 

 

 

 

 

幹 部 会 議 録 

                                                                       （本部用） 

 

課  長 

 

 

次 席 

 

課 長 

 

補 佐 

                                  

                            

     年   月   日   曜日   天 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 議 

 

時 間 

 

開 会 

 

 

           時     分  

 

 

閉 会 

 

 

           時     分  

 

 

出席者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

会議事 

 

項の概 

 

要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第４号の２（第26条関係） 

 

 

 

 

幹 部 会 議 録 

                                                                     （警察署用）  

 

署  長 

 

副署長 

 

次 長 

 

課 長 

 

                                   

                            

     年   月   日   曜日   天 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 議 

 

時 間 

 

開 会 

 

 

           時     分  

 

 

閉 会 

 

 

           時     分  

 

 

出席者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議事 

 

項の概 

 

要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第５号（第27条関係） 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日

年 月 日

年 月 日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 (29)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

時間 日 時間合計
年次休暇 病気休暇 欠勤

日 時間 日

時間
月

欠勤

日 時間

12

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

11

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

10

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

9

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

8

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

日 時間
月

欠勤

日 時間

勤務状況欄 集計
（

裏
面
）

7

年次休暇

日 時間

病気休暇

時間
月

欠勤

日 時間

6

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

5

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

4

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

3

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

2

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

時間
月

欠勤

日 時間

1

年次休暇

日 時間

病気休暇

日

勤務状況欄 集計

年

（

表
面
）

前年繰越 本年分 計勤 務 管 理 簿
年次休暇付与日数 異動年月日 異動の内容 階級 職員番号・氏名
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別記様式第６号（第37条関係） 

 

                                                     

  

 

（本部用） 

課  長 次  席 課長補佐 係  長 主  任 係 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

復 命 書 

                                                          （    年  月  日） 

旅

行

期

間 

 

 

 

 

職

 

 

名 

 

 

 

 

氏

 

 

名 

 

 

 

 

用

 

務 

 

 

 

用

務

先 

 

 

 

用

 

 

務

 

 

概

 

 

要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 決裁欄は、旅行命令権者に応じて変更できるものとする。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第６号の２（第37条関係） 

 

 

                                                     

                                  

                                    （警察署用） 

署  長 副署長・次長 課  長 係  長 主  任 係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復 命 書 

                                                          （    年  月  日） 

旅

行

期

間 

 

 

 

 

職

 

 

名 

 

 

 

 

氏

 

 

名 

 

 

 

 

用

 

務 

 

 

 

用

務

先 

 

 

 

用

 

 

務

 

 

概

 

 

要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 １ 決裁欄は、旅行命令権者に応じて変更できるものとする。 

    ２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第７号（第38条関係） 

 

 

 

 

年  月  日 

 

            殿 

 

                     前任者 

                                            職 

                                            階級      氏名        

 

                                          後任者 

                                            職 

                                            階級      氏名        

 

 

事 務 引 継 書 

 

 次のとおり、事務引継をしたので報告します。 

 

記 

 

１ 日時 

 

 

２ 場所 

 

 

３ 引継事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

分類 

記号 
 

保存 

期間 
   年 年  月   日まで 
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別記様式第８号（第53条関係） 

 

                          警察署、交番等の標札 

 

（１）警察署 

 

 

         岐   阜   県   ○   ○    警    察    署  

 

 

 

（２）警部交番及び交番 

 

         岐  阜   県  ○   ○  警   察   署  

                           

               ○  ○   （  警 部 ） 交 番  

                           

 

 

（３）警察官駐在所 

 

         岐  阜   県  ○   ○  警   察   署  

 

                  ○   ○   警  察   官   駐  在   所  

 

 

（４）検問所 

 

         岐  阜   県  ○   ○  警   察   署  

                           

                 ○   ○  検  問   所                

                           

 

（５）警備派出所及び臨時派出所 

 

         岐  阜   県  ○   ○  警   察   署  

                          警 備  

               ○  ○                派 出 所     

                          臨 時  

 

 備考 １ 本様式を左横書に変えてもよい。 

    ２ 市街地等の交番等では「岐阜県」名を冠しなくてもよい。 
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別記様式第９号（第56条関係） 

  警 察 日 誌                                                           （表） 

 

署 長 

 

副署長 

 

次 長 

 

課 長 

 

 

係 長 

 

 

主 任 

 

 

責任者 

 

                       

                

     年   月   日 
 

        曜日             天 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当  直  員 交番・駐在所勤務員 

 

当直長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 動 警 ら 勤 務 員 

 

 

 

 

 

看 守 勤 務 員 

 

 

 

 

      氏     名          理            由 

引

上

区

分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重

要

記

事 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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                                                                            （裏） 

取 

 

 

 

 

 

扱 

 

 

 

 

 

事 

 

 

 

 

 

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拳銃出し入れ状況 拳銃等出し入れ簿記載のとおり。 

  


